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米原市障がい者活躍推進計画 

機関名  米原市（以下「市長部局」という。）、米原市教育委員会（以下「教育委員会部

局」という。）  

任命権者  米原市長、米原市教育長 

計画期間  令和７年４月１日から令和12年３月31日まで（５年間） 

策定趣旨 〇 本市では、令和２年４月に策定した「米原市障がい者活躍推進計画」（計画期間

令和２年４月１日から令和７年３月31日まで）に基づき、障がい者を対象とした職

員採用試験の実施や働きやすい職場環境の整備など、障がい者の雇用に取り組んでき

ました。 

   この度、当初の計画期間が満了することに伴い、これまでの取組状況を踏まえた新た

な計画を策定します。 

 

〇 本計画は、障がい者の活躍を持続的に推進するため、障害者の雇用の促進に関する

法律（昭和35年法律第123号）第７条の３第１項の規定に基づく「障害者である

職員の職業生活における活躍の推進に関する取組に関する計画」とします。 

 

障がい者雇用に

関する課題 

〇 本市において、当初の計画を策定した時点で未達成であった法定雇用率は、積極的

な採用活動を行い、令和４年度で達成するに至りましたが、障がいに関係なく、希望や

能力に応じて誰もが職業を通じた社会参加のできる「共生社会」実現の理念の下、障が

い者雇用の支援策の更なる強化が求められており、今後も計画的な雇用に取り組むとと

もに、障がい者である職員一人一人が、特性や個性に応じた能力を有効に発揮できる

職場づくりと、障がい者の活躍の場を拡大するための取組を継続的に実施する必要があ

ります。   

 

目標  

① 採用に関する

目標  

 

【実雇用率】毎年度、法定雇用率以上の雇用率を達成する。 

特例認定   を受けているため、市長部局、教育委員会部局で合算して法定雇用率

（令和７年度 2.8％、令和８年７月からは 3.0％）を達成する。 

（参考）  

 年度 実雇用率 法定雇用率 

令和２年度 1.67％ 2.5％ 

令和３年度 2.25％ 2.6％ 

令和４年度 2.70％ 2.6％ 

令和５年度 2.68％ 2.6％ 

令和６年度 2.91％ 2.8％ 

※障がい者雇用率は、各年６月１日現在の状況です。 

(注) 
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（評価方法）毎年の任免状況通報により把握し、進捗管理を行います。  

 

（注）特例認定とは、地方公共団体の機関（Ａ）および当該Ａ機関と人的関係が緊密で

ある等の機関（Ｂ）の申請に基づき、厚生労働大臣の認定を受けた場合に、当該Ｂ

機関に勤務する職員を当該Ａ機関に勤務する職員とみなすものです。 

 

② 定着に関す

る目標 

【定着率】不本意な離職者を生じさせない。 

（参考）  

 年度 採用後１年定着率 採用後３年定着率 

令和２年度 100％ 100％ 

令和３年度 100％ 100％ 

令和４年度 66.7％ 66.7％ 

令和５年度 100％ － 

令和６年度 100％ － 

※離職者はいたものの、職場環境が原因など不本意な理由で離職した者はいませんで

した。 

※令和５年度および令和６年度の採用後３年定着率は、令和７年３月で３年に達

しないため記載していません。 

（評価方法）所属部署との定期的な面談を行い、当該年度採用者の定着状況を把握

して進捗管理を行います。 

 

③ ワーク・エンゲ

ージメントに関す

る目標 

【ワーク・エンゲージメント】初年度の基準を上回る。 

（参考）障がい者である職員を対象とするアンケート調査（令和７年３月実施） 

「今の仕事にやりがいを感じている」職員の割合 62.5％ 

（評価方法）在籍している障がい者である職員を対象とするアンケート調査を実施し、実

態の把握とやりがいを感じられる働き方について分析を行います。 

 

④ キャリア形成

に関する目標 

【障がい者が担当する職務の拡大】 

障がい者採用を計画的に実施するとともに、多様な働き方による新たな職域を開拓する

ため、短時間勤務の会計年度任用職員制度を活用するなど、障がい者である職員が担

当する職務の拡大に取り組みます。また、職員個人の意欲や能力に応じて業務の拡大等

を図るなどキャリア形成を意識した働き方を推進します。 

（参考） 

従来、障がい者である職員を配置していなかった部署に新たに配置を行いました。 

本庁舎、山東支所、所管施設 

（評価方法）毎年度、人事記録等を基に把握して進捗管理を行います。 
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取組内容 

  市長部局、教育委員会部局ともに、次の取組を実施します。 

１ 障がい者の活躍を推進する体制整備  

(1)組織面 〇 障害者雇用推進者の設置 

市長部局においては総務部長を、教育委員会部局においては教育部長を障害者雇用

推進者に選任し、障がい者雇用の促進および継続を図ります。 

 

〇 障害者職業生活相談員の設置 

市長部局においては総務課長を、教育委員会部局においては教育総務課長を選任

し、障がい者である職員の職業生活に関する相談および指導を行います。 

 

〇 障がい者活躍推進会議の設置 

・障がい者の雇用の促進と継続を図るため、市長部局、教育委員会部局を包括する全

庁的な組織として、障がい者活躍推進会議を設置し、年１回以上開催します。この組

織は、各部局長を中心に障害者雇用推進者、障害者職業生活相談員、総務課人事

担当者等を構成員とした組織とします。 

・この会議では、本計画の実施・点検･見直し等を議題として扱うとともに、必要に応じて

外部の支援機関や専門家等を会議に招聘し、障がい者雇用の促進と職業生活におけ

る活躍の推進を図るため、働きやすい職場づくりと能力や適正を発揮することができる職

種や職域等について検討し、次年度の採用計画に反映させます。 

 

〇 庁内相談窓口の設置 

・障がい者である職員本人や、職場で支援に当たる所属長等が相談できる窓口を設置

し、採用時に該当職員に説明します。また、相談者の意向等を踏まえ、必要に応じて産

業医等と連携を図ります。 

（相談窓口） 

市長部局        総務部総務課人事給与グループ 

教育委員会部局  教育委員会教育総務課 

 

〇 職員アンケートの実施 

・障がい者の活躍推進に向けた取組等について、障がい者である職員に対するアンケート

を実施し、その結果を障がい者活躍推進会議で共有し、障がい者雇用の促進と継続を

図るための取組に反映します。 

 

(2)人材面  〇 障害者職業生活相談員の研修実施 

・障害者職業生活相談員に選任された職員は、滋賀労働局または公共職業安定所が 
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 開催する公務部門向けの障がい者雇用セミナー等を受講し、相談指導に必要な知識や

技能の向上を図ります。 

 

〇 職員研修の実施 

・障がい者への対応など障がいに関する理解を深めるための研修を実施します。さらに研

修を受講した職員が講師として、所属内で復命研修を行うなど、障がい者雇用の推進

に関する理解を深めます。 

 

２ 障がい者の活躍の基本となる職務の選定・創出  

(1)採用前 

 

 

 

〇 採用前面談の実施 

・採用内定者と所属長または採用担当者が採用開始前に面談を行い、障がい特性や能

力に応じた職務および必要な合理的配慮について確認します。 

 

(2)採用後 〇 採用後の所属長面談の実施 

・採用後、定期的に所属長と面談を行い、障がい特性や能力に応じた業務が行われてい

るかを確認し、本人の希望等を踏まえ、必要な合理的配慮について検討します。 

 

〇 継続的な職務の選定・創出の検討 

・所属長は、人事考課のフィードバック等を活用し、現に勤務する障がい者である職員の

職務遂行状況や習得状況等を踏まえ、継続的な職務の選定・創出等の措置を検討し

ます。 

・継続的な措置の検討に当たっては、障がい者からの要望を踏まえ、所属長、障害者雇

用推進者、障害者職業生活相談員、総務課人事担当者で検討し、過度な負担にな

らない範囲で、やりがいを感じられる業務の選定・創出を行います。 

 

３ 障がい者の活躍を推進するための環境整備・人事管理  

(1)職務環境  〇 基礎的環境整備 

・障がい特性に配慮したスロープの設置等をはじめ、障がい者の要望を踏まえた就労支援

機器等の環境整備の必要性について検討します。 

 

〇 障がい特性に合わせた職務環境整備 

・所属長等による定期的な面談により必要な配慮を把握し、必要な範囲で合理的配慮

の提供を行います。 

 

(2)募集・採用  〇 採用試験における配慮事項 

・手話通訳の設置や拡大印刷の対応のほか、面接時に就労支援機関の職員等の同席 
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 を可能とするなど、採用試験の実施において必要な配慮を行います。 

・採用試験は、車いす使用者等が容易に利用できるバリアフリーな環境が整備されている

会場で実施します。また、必要に応じて駐車場を確保するなどの配慮を行います。 

 

〇 障がい者の雇用機会を確保するための配慮事項 

・採用試験の実施において、次の取扱いは行いません。 

①特定の障がいを排除し、または特定の障がいに限定する。  

②自力で通勤できることといった条件を設定する。  

③介助者なしで業務遂行が可能といった条件を設定する。  

④就労支援機関に所属または登録しており、雇用期間中に支援が受けられることといっ

た条件を設定する。  

⑤特定の就労支援機関からのみの受入れを実施する。 

 

(3)働き方  〇 多様で柔軟な働き方の推進 

・時差出勤制度の活用を促進するとともに、短時間勤務の会計年度任用職員の採用を

行うなど、多様で柔軟な働き方を推進します。 

 

〇 年次有給休暇等の取得促進 

・ワーク･ライフ･バランスの推進を図るため、年次有給休暇、夏季休暇等の取得を促進し

ます。 

 

(4)キャリア形成  〇 障がい特性等を踏まえた担当業務の選定 

・所属長による面談等を通じて、障がい者一人一人の障がい特性や能力、希望等を把

握するとともに人事異動や担当業務の検討に当たり、必要な範囲で合理的配慮の提

供を行います。 

 

〇 研修受講に当たっての配慮事項 

・本人の希望等を踏まえつつ、実務研修や職務向上研修等を通じて、実務能力や専門

性の向上を図ります。 

・職員研修の受講に当たっては、参加職員の障がい特性を踏まえ、手話通訳を配置する

など研修受講に当たり必要な配慮を行います。 

 

〇 任期に定めのある職員のキャリア形成 

・会計年度任用職員など任期に定めのある職員については、採用時にキャリア形成に関す

る本人の希望を面談等により把握し、その内容や各職種で求められる技能等を踏まえた

職務選定を行います。また、任用期間中も随時面談等を行うことで担当業務の拡大に

ついて検討するなど、本人の希望等を踏まえながら職務能力の向上を図ります。 
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(5)その他の人事

管理  

〇 障がい特性等を踏まえた合理的配慮 

・所属長による定期面談および随時面談を通じた状況把握と体調配慮を行います。 

・人事考課のフィードバック面談や自己申告書等を活用し、中途障がい者（在職中に疾

病・事故等により障がい者となった者をいう。）を含めた障がい者である職員の障がい特

性や人事異動に関する希望を踏まえ、障がい特性に配慮した人事異動や働きやすい職

場環境の整備を検討します。 

・職員が希望する場合には、就労パスポート等を活用するなど、就労支援機関等と障が

い特性についての情報を共有し、適切な支援の実施や合理的配慮を行います。 

 

４ その他  

〇 国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律（平成24年法律第50号）

に基づく障害者就労施設等への発注を通じて、障がい者の活躍の場の拡大を促進します。 

 

 


